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市町村合併による被集約都市の中心市街地の実態と課題に関する研究 
 
Study on Condition and Problem of Central Area in Absorbed City by Merger of Municipalities 
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This study aims to clarify the condition of the central area in absorbed city by the merger of municipalities, and to 

consider the problem. Then, by the questionnaire survey of national wide scale, we understand the condition of the 
central area at the absorbed city and the execution condition of the projects planned by old plan. Moreover, we 
execute the hearing investigation for five cities where the city accumulation is high. 

As a result, we clarify that many central area declined in the absorbed city, that there are a lot of municipalities that 
grope for the activation strategy counting on old plan to lose one's validity, that there are municipality that plan the 
urban regeneration improvement plan as substitution of old plan, and that there are a lot of municipalities from which 
the cooperation between the administration and private organization is not attempted after merger of municipalities. 
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１．研究の背景と目的 

 地方都市では、中心市街地の都市機能が衰退し、都市全

体の魅力を低下させている。平成10年には旧中心市街地活

性化法（以下、旧中活法）が施行され、平成18年８月まで

に、全国の671自治体、690地区に基本計画（以下、旧基本

計画）が策定されたものの、策定された旧基本計画は事後

報告の制度がないなど問題点が多く、うまく機能していな

い状態であった(1)。そのため国による認定（選択と集中）、

民間による活性化協議会の設置、５年間での事業実施と評

価等を規定した新中活法が平成18年に制定されている。 

一方、平成の大合併により旧基本計画を策定していた都

市同士が合併し、複数の中心市街地（旧基本計画地区）を

持つ自治体が多数生じた。旧中活法で定められた旧基本計

画は失効し、新中活法では原則として１市区町村の中心市

街地は１区域に限定された。そのため、合併後の核となる

中心都市の中心市街地は新法を適用しての活性化事業を行

うことができるが、合併前から各地域にとって重要な役割

を持っている中心都市に集約された旧自治体（被集約都

市）の中心市街地では新法適用が困難な状態となった。 

 このような中、商業面からは平成21年に中心市街地内外

を問わず地域コミュニティの担い手である商店街を直接支

援する地域商店街活性化法が施行された。しかし、対象と

なる商店街は、商店街振興組合や事業協同組合などの法人

化が必要であり、全国の75.6％を占める任意団体である商

店街(1)では適用できない。また、中心市街地は商店街のみ

を指すものではないことから、この法律のみで多様な機能

を有する「中心市街地」を活性化するために各種の事業を

展開していくことは不可能だと思われる。 

 中心市街地活性化に関する既往研究を見ると、旧基本計

画及び事業に関して糸井ら1)は人口20万人以上都市を対象

に旧中活区域の設定条件を分類・分析し、宮本ら2)は旧基

本計画事業・計画情報を因子分析している。また、河津ら
3)は人口20万人以上の24都市での旧基本計画事業の進捗状

況を、吉田ら4)は旧基本計画事業の未着手理由、具体的な

効果・評価、事業推進上の問題点をそれぞれ明らかにして

いる。新基本計画及び事業に関しては、鈴木ら5)が全国67

地区の新基本計画の内容を類型化し、樋口6)は新基本計画

策定済の全国51市を対象に中心市街地の範囲設定、中心市

街地の課題、駐車場問題等の現状の問題点を整理している。

また、松見ら7) は財政面に着目し、豊後高田市「昭和の

町」を対象としたまちづくり交付金の有用性、自治体の管

理運用上の課題に言及している。 

しかし、これらは殆どが地方の中核となる都市、市町村

合併の中心都市を対象としており、旧地域中心であった被

集約都市の中心市街地を対象とした研究は見られない。 

 そこで本研究は、合併後の被集約都市の中心市街地に着

目し、その実態と旧基本計画で位置付けた中心市街地活性

化事業（以下、旧基本計画事業）実施の現状、実施にあた

る問題点を分析した上で、被集約都市の中心市街地の活性

化に向けた行政、商工会議所・商工会を初めとする関係組

織等、各種主体の取り組みと連携を明らかにすることで、

被集約都市の中心市街地の実態と課題を考察する。 

 

２．全国の被集約都市中心市街地の実態 

2.1 複数の旧基本計画策定地区を有する自治体 

旧中活法施行以後、平成10年８月提出の福島県郡山市を

始めとして、新法施行間際である平成18年７月提出の宮城

県岩沼市まで、全国で690地区、671の自治体で旧基本計画

が策定された。平成21年３月末時点で旧基本計画策定地区

を複数有している自治体は、全国に64自治体存在する。そ
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2.2 被集約都市中心市街地の現状 

被集約都市の中心市街地の現状、活性化していない原因、

今後の方針、活性化を図るために必要な事業、活性化を図

るための計画の状況を把握することを目的とし、37自治体

（45地区）に対してアンケート調査(3)を実施した。 

まず、被集約都市中心市街地の現状を見ると、全体の約

83％（25/30）と非常に多くの中心市街地が以前よりも衰

退していると考えている。また、今後の方針として活性化

を図るべきと考えている自治体が80％（24/30）であり、

活性化を模索していることがわかる（図1）。しかし、依

然として失効した旧基本計画を継続している市町村が41％

（14/34）存在する（図2）。加えて、計画を立てるつもり

がない自治体が21％（７/34）あることから、現状に合わ

せた活性化を図るための計画を新規に策定するまでに至っ

ていない自治体がほとんどであり、活性化を図るには厳し

い現状といえる。 

2.3 被集約都市の旧基本計画事業の実施状況 

被集約都市の旧基本計画事業の実施状況を見ると、ハー

ド事業では全体の事業実施率はあまり高くないものの、計

画数の多い道路整備、施設整備事業は比較的実施できてお

り、交通環境整備と箱物整備を中心として実施されてきた 6
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図1 中心市街地の現状及び今後の方針 

図2 中心市街地活性化に関する計画の状況 

図3 旧基本計画事業の実施状況（ハード事業） 

図4 旧基本計画事業の実施状況（ソフト事業） 
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表1 被集約都市39自治体（48地区）一覧 
H12年

国勢調査
人口

人口
割合
(％)

市町村名
合併市町

村

中活
区域
面積

市町村名 合併市町村

中活
区域
面積
(ha) (ha)

H12年
国勢調査

人口

人口
割合
(％)

名寄市 80 27,760 83.3 十日町市 76 43,002 66.1
風連町 72 5,568 16.7 川西町 45 8,185 12.6
北見市 117 112,040 84.8 富山市 243 325,700 77.4

留辺蘂町 38 9,356 7.1 八尾町 280 22,322 5.3
常呂町 59 5,193 3.9 高岡市 150 172,184 92.7
西根町 42 19,031 58.6 福岡町 29 13,498 7.3
安代町 53 6,390 19.7 松任市 90 65,370 61.1
一関市 165 63,510 48.7 美川町 138 12,454 11.6
千厩町 196 13,504 10.4 静岡市 250 469,695 64.3
川崎村 50 4,634 3.6 清水市 130 236,818 32.4
花巻市 170 72,995 68.1 浜松市 310 582,095 74.0
大迫町 151 6,949 6.5 浜北市 149 84,905 10.8
東和町 110 10,710 10.0 津市 160 163,246 57.0
水沢市 114 60,990 45.8 久居市 138 41,063 14.3
江刺市 38 33,687 25.3 豊岡市 155 47,308 51.0
大館市 115 66,293 76.8 日高町 90 18,410 19.8
比内町 89 12,095 14.0 出石町 66 11,207 12.1
鶴岡市 180 100,628 68.2 城崎町 58 4,345 4.7
温海町 90 10,608 7.2 海南市 214 45,507 75.4

会津高田町 126 15,564 59.5 下津町 90 14,866 24.6
会津本郷町 111 6,506 24.9 橋本市 20 55,071 78.1

船引町 272 23,920 53.1 高野口町 80 15,398 21.9
滝根町 100 5,457 12.1 出雲市 150 87,330 59.4
水戸市 330 246,739 94.3 平田市 133 29,006 19.7
内原町 88 14,823 5.7 尾道市 200 92,586 59.7
佐野市 165 83,414 66.4 因島市 34 28,187 18.2
田沼町 - 29,582 23.5 瀬戸田町 96 9,606 6.2
葛生町 66 12,675 10.1 庄原市 87 21,370 46.8
氏家町 80 28,720 71.7 東城町 170 10,330 22.6

喜連川町 138 11,310 28.3 岩国市 119 105,762 68.7
鹿沼市 75 94,128 89.8 周東町 33 14,616 9.5
粟野町 33 10,636 10.2 松山市 235 473,379 93.1
今市市 60 62,476 63.7 北条市 107 28,547 5.6
日光市 117 17,428 17.8 八代市 167 106,141 75.5

伊勢崎市 137 125,751 64.7 鏡町 163 16,174 11.5
境町 114 31,025 16.0 山鹿市 146 32,944 55.4

熊谷市 123 156,216 75.7 鹿本町 100 8,522 14.3
妻沼町 75 28,182 13.7 本渡市 185 41,090 39.9
新潟市 510 501,431 62.0 五和町 21 10,717 10.4
豊栄市 132 48,997 6.1 宮崎市 217 305,755 84.1
亀田町 100 32,061 4.0 佐土原町 71 32,499 8.9
巻町 167 29,486 3.6 都城市 160 131,922 76.8

長岡市 104 193,414 67.4 高崎町 63 11,383 6.6
栃尾市 112 24,704 8.6 　　　　　　　　　　　　※黒塗りが被集約都市

名寄市
（北海道）

十日町市
（新潟県）

北見市
（北海道）

富山市
（富山県）

高岡市
（富山県）八幡平市

（岩手県） 白山市
（石川県）

一関市
（岩手県）

静岡市
（静岡県）

花巻市
（岩手県）

浜松市
（静岡県）

津市
（三重県）奥州市

（岩手県）

豊岡市
（兵庫県）

大館市
（秋田県）

鶴岡市
（山形県） 海南市

（和歌山県）会津美里町
（福島県） 橋本市

（和歌山県）田村市
（福島県） 出雲市

（島根県）水戸市
（茨城県）

尾道市
（広島県）佐野市

（栃木県）
庄原市

（広島県）さくら市
（栃木県） 岩国市

（山口県）鹿沼市
（栃木県） 松山市

（愛媛県）日光市
（栃木県） 八代市

（熊本県）伊勢崎市
（群馬県） 山鹿市

（熊本県）熊谷市
（埼玉県） 天草市

（熊本県）

新潟市
（新潟県）

宮崎市
（宮崎県）

都城市
（宮崎県）長岡市

（新潟県）
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表2 詳細研究対象５都市概要 

図5 旧平田市中心市街地集積状況図 

図6 旧平田市中心商店街建物現況図 

ことが明らかとなった（図3）。また、ソフト事業は、TMO

が立ち上がり住民と共同して実施することができた都市も

存在したが、全体的に計画された事業を順調に進めること

ができた都市は少なく、事業実施率は低い（図4）。 

旧浜北市
（浜松市）

旧豊栄市
（新潟市）

旧巻町
（新潟市）

旧平田市
（出雲市）

旧栃尾市
（長岡市）

① 86,838 49,308 28,713 28,071 23,168
② 26,299 26,723 12,363 5,160 7,674
③ 30.3 54.2 43.1 18.4 33.1
④ 499 420 254 159 218
⑤ 809 628 407 308 473
⑥ 149 132 167 133 112
⑦ 61.7 66.9 62.4 51.6 46.1
⑧ 29.9 31.4 65.7 83.6 51.4
⑨ 18.4 21.0 41.0 43.2 23.7

H11.3.12 H14.6.25 H13.9.28 H16.4.1 H17.12.9
(39) (526) (456) (613) (683)

⑪ 線引き 線引き
非線引き

（用途地域有）
非線引き

（用途地域有）
非線引き

（用途地域有）
⑫ × ㈱まちづくり豊栄 × 平田商工会議所 栃尾商工会
⑬ H17.7.1 H17.3.21 H17.10.10 H17.3.22 H18.1.1

⑭ 3市8町1村 4市4町5村
1市1町

（4市5町5村）
2市4町

2市2町1村
（2市8町1村）

⑮ 浜松市 出雲市 長岡市
⑯ 601,571 88,805 195,681

⑰ 線引き
非線引き

（用途地域有）
線引き

⑱ ○ × ○
⑲ 政令指定都市 - 特例市

都市名

被
集
約
都
市

中
心
都
市

新潟市
504,741

線引き

○
政令指定都市

⑩

 

３．詳細研究対象都市中心市街地の実態 

被集約都市中心市街地を把握するために、詳細研究対象

都市を選定した。条件(4)は、①人口1万人以上、②DID有、

③用途地域指定済、④被集約都市と中心都市の中心市街地

間道路距離10km以上、⑤中心市街地間が無料道路で移動可

能、⑥アンケート回答都市である。39都市のうち該当した

旧浜北市、旧豊栄市、旧巻町、旧平田市、旧栃尾市（以下

５都市）を全て対象とした（表2）。 

3.1 旧平田市の中心市街地の状況 

まず、用途地域面積に占めるDID面積の割合、DID面積に

占める旧中活区域面積、用途地域面積に占める旧中活区域

面積のいずれもが大きく、比較的コンパクトな都市を形成

している旧平田市を事例に、中心市街地の現況を示す。 

旧平田市の中心市街地は、新出雲市の総合計画で「東部

都市拠点地区」として重要な地域に位置づけられている

（表3）。またDIDを有する地域及び用途地域が指定されて

いる地域は旧平田市中心市街地(5)周辺のみである。旧中活

区域（133ha）は、昭和45年DID及び用途地域の商業地域、

近隣商業地域をほぼ包括して設定されている（図5）。 

 中心市街地には、行政の支所、図書館、小学校、警察署、

郵便局、体育館が存在し、また旧中活区域外ではあるが近

隣地域に病院、中学校、文化施設、福祉施設等、多種多様

な公共施設が集積しており、利便性の高い地域である。 

 しかし、現地調査結果及び住宅地図より中心商店街であ

る本町商店街、南本町商店会の道路沿いの建物用途の現況

を把握した結果、通りに面している建物は73棟であるが、

うち商業・業務用途が29棟、住宅兼商業・業務用途が４棟、

住宅用途が31棟、工業用途が１棟、空き店舗(6)が７棟、空

き家が１棟であった（図6）。本地域は全域が商業地域

（建蔽率:80％,容積率:400％）に指定されているが、商

業・業務用途と住宅用途がほぼ同数であるうえ、住宅用途

31棟のうち７棟が元々は商業店舗であったが現在は住宅と

してのみ利用している状態である。 

 周辺の商業状況を、商業統計メッシュ（３次メッシュ）

により把握する。旧平田市の平成22年の最高地価公示価格

点を含むメッシュを中心として、21km×21kmの範囲の商

業状況について、昭和54年から平成19年の約30年間の変化

を見ると、旧平田市中心部では商店街の衰退により店舗数

は減少しているが、大型小売店舗が進出していることから、

売り場面積自体は増加している（図7，8）。 

3.2 ５都市の中心市街地の状況 

 3.1で示した旧平田市のみならず、５都市全ての中心市

街地には行政の支所（区役所）を始めとした多種多様な都

市機能集積がある。また、合併後も総合計画や都市計画マ

スタープランで重要な地域として位置づけられている（表

戸数 割合
商業・業務用途 29 40%

住宅兼商業・業務用途 4 5%
住宅用途 31 42%
工業用途 1 1%
空き店舗 7 10%
空き家 1 1%

73 100%

用途

計

本
町
商
店
街 

南
本
町
商
店
街 

P

P

P

P

P 主な駐車場 

住宅として使用されている元店舗 

本町商店街 

①H17人口（人） ②H17DID人口（人） ③DID人口率（％） ④H17DID面積（ha）

⑤用途地域面積（ha）
⑥旧中活区域面積
(ha)

⑦DID面積
／用途地域面積（％）

⑧旧中活区域面積
／DID面積（％）

⑨旧中活区域面積
／用途地域面積（％）

⑪都市計画区域

⑫旧法TMO認定 ⑬合併年月日
⑭合併都市
（1次合併含む）

⑮中心都市名（旧
市）

⑯H17人口（人） ⑰都市計画区域 ⑱新中活認定 ⑲都市制度

⑩旧基本計画提出年月日
（提出順位）

 

表

中

①

｜

⑲

凡

例

 

都市計画道路整備（H12～18）
凡例

旧中活区域

S45 DID

H17 DID

鉄道

大型小売店舗
（1000㎡以上）

主要道路

第1種低層住居専用地域

第2種低層住居専用地域

第1種中高層住居専用地域

第2種中高層住居専用地域

第1種住居地域

第2種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

中心商店街

土地区画整理事業（S58～H17）
(31.9ha)
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表3 詳細研究対象５都市調査結果 

ハード事業 ソフト事業

完了/着手/
未着手/失効

実施/廃止/
失効

浜
北
市

副都心地区
：浜松市総合計画

商店連盟は存在する
が、商店街と呼べる
商業集積地は未形成

旧市内及び隣接
旧市町村に郊外
店乱立
旧市内郊外地域
に10,000㎡超店
舗が2店

78％(21/27)
93％(25/27)
 4％( 1/27)
 4％( 1/27)

25％(1/4)
50％(2/4)
25％(1/4)

浜北駅前市街地再開発事業の
実施のための計画であり、
ハード事業完了率が高い
ソフト事業はほとんど計画さ
れていなかった
TMO構想も浜北商工会が策定し
たが、認定には至らなかった

合併時に
廃止

都市再生
整備計画

(H16～H20)
(H18～H20)
(H21～H25)

特になし(個
別事業とし
て策定・実
施、土地区
画整理事業
道路整備が
主）

なし
副都心構想をH21年
に策定したが、計
画策定の予定なし

豊
栄
市

地域拠点
：新潟市総合計画

複数の商店街形成
豊栄駅前に形成する
「駅前商店街振興組
合」が法人格を所有

旧市内は中心市
街地周辺、高速
道路インター周
辺に多数立地

18％( 7/39)
21％( 8/39)
80％(31/39)
80％(31/39)

27％( 6/22)
 0％( 0/22)
73％(16/22)

合併後、新市の計画に事業が
盛り込まれなかった
TMOとしてまちづくり会社が設
立されたが、うまく機能しな
かった

位置付けな
し

なし - なし
地域拠点商業活性
化計画を現在策定
中

巻
町

地域拠点
：新潟市総合計画

複数の商店街形成
中心市街地内商店街
が1つの冠名「まき鯛
車商店街」として取
り組み

旧市内は中心市
街地近隣にのみ
立地（旧国道沿
道にスーパー）

 0％( 0/21)
 5％( 1/21)
95％(20/21)
95％(20/21)

23％( 3/13)
 0％( 0/13)
77％(10/13)

ハード、ソフトともにほぼ未
実施
コンセンサスが得られなかっ
たこと、TMOが立ち上がらな
かったことが原因である

位置付けな
し

なし -

商工会が主体と
なって、区役所、
商工会、商店街代
表者等が集まる
「プロジェクト
チーム」が組織

地域拠点商業活性
化計画を現在策定
中

平
田
市

東部都市拠点地区
：出雲市総合計画

複数の商店街形成
「平田本町商店街振
興組合」が法人格を
所有
歴史を活かしたまち
づくりを取り組み

旧市内は中心市
街地内及び周辺
の環状線道路沿
いに多数立地
中心市街地内店
舗の郊外移転が
発生

27％( 9/34)
59％(20/34)
41％(14/34)
27％( 9/34)

50％(5/10)
30％(3/10)
20％(2/10)

行政、第3セクター主体のハー
ド事業は実施できた
策定後1年で市町村合併したた
め、民間の盛り上がりが不十
分であった

位置付けな
し(市の補
助金対象地
域としては
残存）

都市再生
整備計画

(H19～H23)

旧基本計画
の代替とし
て策定、実
施

商工会議所が主体
となって、本庁、
支所、商工会議
所、商店街代表者
等が集まる「出雲
市東部都市拠点地
区活性化協議会」
を実施

H18～H21にかけて
旧平田市中心市街
地を対象とした新
基本計画の認定を
目指したが、取り
やめた経緯あり
今後独自の活性化
計画策定を予定

栃
尾
市

栃尾地域の中心商
店街：長岡市総合
計画

地域の中心部
：長岡市都市計画
マスタープラン

複数の商店街形成
「とちおにぎわい委
員会」により決定し
た商店街活性化事業
を実施

旧市内は中心市
街地内及び周辺
にのみ立地
隣接旧市町村に
郊外店多数立地

10％( 1/10)
40％( 4/10)
60％( 6/10)
20％( 2/10)

71％(5/7)
14％(1/7)
14％(1/7)

新市でも事業が実施出来るよ
う、合併直前に策定
ハード、ソフト共に現在実施
中の事業が多い

現在も商業
活性化計画
として位置

付け

都市再生
整備計画

(H19～H23)

旧基本計画
のハード事
業を担当

商工会が主体と
なって、支所、商
工会、商店街代表
者等が集まる「に
ぎわい委員会」が
組織

旧基本計画及び都
市再生整備計画を
活性化計画と位置
付け

計画名(実
施期間)

旧基本計画
との関連

協議会の実施
活性化計画の策定

状況

中心市街地内他計画旧基本計
画の現在
の位置付

け

旧
市
町
名

合併後の中心市街
地の扱い方 商店街 大型小売店舗

商業の状況 旧基本計画事業

実施状況

図7 S54-H19店舗数増減 図8 S54-H19売り場面積増減 

‐200

‐150

‐100

‐50

0

50

N

(店舗数)

旧平田市中心市街地

‐10000

‐5000

0

5000

10000

15000

20000

25000
(㎡) 

3）。しかし、多少の違いはあるが、全ての

中心市街地の商業・業務機能は弱まっており、

商店街では、商売をやめた店舗を住居として

利用している元商業者が多く存在する。空き

店舗ではあるが居住者が生活している場合が

多いため、建物を店舗として他の商業者に貸

し出すことはできない。現状のままでは更な

る中心市街地衰退の進行が危惧される。 

N

旧出雲市中心市街地

 

４．被集約都市中心市街地の考察 表4 旧基本計画事業実施完了及び実施中事業数 
4.1 旧基本計画事業の考察 

５都市について旧基本計画事業の現在の実施状況と効果

を考察する。事業実施率が比較的高い旧浜北市、旧平田市

では、行政が主体となったハード事業が多く実施されてい

る（表4）。しかし、事業のほとんどが中心市街地内部の

整備ではなく、他地域からのアクセス性向上のための「道

路・街道整備」等の外縁部の整備であった（図9）。その

ため、来街者が中心市街地内部へ流入することはなく、外

縁部のみが発展し、中心市街地及び商店街は衰退が進んだ

と考えられる。ソフト事業も、ハードと同様、効果があま

り見られていない。 

 被集約都市中心市街地では中心都市のような集客力は見

込めない。まず、これまでのような中心市街地外縁部の整

備は見直す必要がある。また、合併後の自治体は、財政上

でも中心都市の中心市街地活性化で手一杯な状態であるた

め、旧浜北市のように約90億円をかけた大規模な市街地再

開発事業等を他の被集約都市中心市街地で実施することは

難しい（図9）。しかし、そのままの状態での放置は衰退

を加速させるため、必要な新陳代謝を促す仕組みが必要で

ある。なお、ソフト事業を効率的に実施できた都市はTMO

の存在が大きな意味を持っていた。TMOは住民とのコンセ

旧
浜
北
市

旧
豊
栄
市

旧
巻
町

旧
平
田
市

旧
栃
尾
市

土地整備・活用 ○ ○
施設整備 ◎ ○ ○ ◎ ○

商店街・市場整備 ○ ◎ ○
道路・街道整備 ◎ ○ ○ ○

駐車場・駐輪場整備 ○ ○ ○
その他インフラ整備 ○ ◎
歩道・散策路整備 ○ ○

ハ
ー

ド

商業・施設利用促進

交通利便性向上

河川・水路整備 ○
公園・広場整備 ○ ○ ○

景観・自然・資源整備
その他施設整備 ○

居住促進 住宅整備
その他 その他

イベント開催 ○ ○ ○ ○ ○
にぎわい創出
サービス向上 ○ ○ ○

空き店舗・空き地活用 ○ ○
広告・情報関係 ○ ○ ○
観光促進事業

公共交通等移動手段支援 ○ ○
交通施策関係

市街地快適性向上 景観・自然・資源保全
居住促進 住宅供給支援

TMO関連 ○ ○
その他

○ 1～4事業
◎ 5事業以上

事
業 市街地快適性向上

ソ
フ
ト
事
業

商業・施設利用促進

交通利便性向上

その他
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ンサスを形成しやすい点がメリットであるため、ソフト面

のみならず行政主体のハード面でも事業実施を目指してい

くべきである。 

4.2 中心市街地活性化に関する計画の考察 

５都市について、現在の中心市街地活性化に関する計画

の策定状況と活用状況を考察する。 

旧平田市では、被集約都市の中心市街地の新基本計画認

定は、原則外ではあるが可能なことから、地元が主体とな

り新基本計画の策定を目指して法定協議会が開かれていた。

しかし、被集約都市の中心市街地では中心都市のような市

街地再開発事業、箱物整備等の実施は難しく、内閣府との

協議で、民間主体による事業計画が乏しく具体性に欠ける

こと、出雲と平田の２つの基本計画を同時に策定する必要

があること、当時は１つの市で複数の認定を受けているの

は政令市の北九州市と静岡市しか例がなく実現可能性が低

いことが指摘され、新基本計画の策定を断念していた。 

一方、旧平田市、旧栃尾市では旧基本計画事業を継続す

るため都市再生整備計画を策定し、まちづくり交付金を担

保として事業を実施していた。しかし、都市再生整備計画

は国土交通省の制度であり、中活法のように経済産業省等、

他の省庁との連携までは念頭においていないため、中心市

街地活性化に必要な全ての事業を実施することはできない。 

また、法や制度の適用によらない、独自の中心市街地活

性化に関する計画を策定している自治体も存在した。旧巻

町、旧豊栄市が含まれる新潟市では、平成20年より各区で

「地域拠点商業活性化推進計画」の策定を目指しており、

計画策定地域に対しては市独自の商業支援制度の補助率の

割り増しを行っていた。なお、この計画は商業の活性化計

画でありながら、他部署との連携を図っている点、計画策

定により商業支援制度のインセンティブを設けている点は

評価できるが、平成22年12月現在で策定している区が１区

しかないことから、活力が低下した中心市街地での活性化

計画の策定は困難な状況であると推測された。 

4.3 中心市街地関係主体の連携の考察 

中心市街地の活性化を目指す際に、関係する組織の連携

は非常に重要である。そこで５都市の中心市街地の関係者

に対するヒアリング調査から、組織間の連携現状を以下に

示す２つのタイプに分類し、課題を整理した。 

1）「行政・民間連携強化型」 

行政の支所（区役所）―商工会―商店街組織間を中心市

街地活性化委員会で連携を図っている都市である（図10）。

該当する旧巻町、旧栃尾市では、行政の支所（区役所）担

当者が中心市街地活性化委員会に参加し、商工会、商店街

組織代表者と連携を図っている。被集約都市に位置する行

政担当者が中心市街地の状況を把握し、活性化の方向性を

民間組織とともに考え、実践している点は評価できる。し

かし、行政の支所（区役所）には事業の決定権はなく、本

庁で予算等の調整を行い、事業の実施が決定する。そのた

め、支所（区役所）のみでは、活性化事業の決定等が難し

い状況である。また、旧平田市は、同じく行政と民間組織

間を委員会・協議会で連携を図っている。行政の本庁―行

政の支所―商工会議所―商店街組織間を中心市街地活性化

協議会で連携を図っており、行政は支所のみならず、決定

権を有する本庁も協議会メンバーに入っている。このよう

に、行政間の調整も図りやすく、自治体として一体となっ

た活性化への取り組みが可能である点は評価できる。 

2）「行政・民間連携疎遠型」 

商工会―商店街組織間の連携のみであり、行政と民間組

図9 旧基本計画事業実施状況図（旧浜北市）

図10 行政・民間連携強化型 

図11 行政・民間連携疎遠型 

旧巻町の連携体制 

旧栃尾市の連携体制 旧平田市の連携体制 

まちなか交流館「囲炉裏」 
（空き店舗対策事業）

商工会

行政（区役所）

行政（本庁）

商店街組織

巻商工会プロジェクトチーム

商工会が事務局

〈まき鯛車商店街〉

行政（県）

行政（本庁）

商工会 商店街組織

行政（支所）

にぎわい委員会

商工会が事務局

行政（支所）

行政（本庁）

商工会議所 商店街組織

活性化協議会

商工会議所が事務局

行政（県）

連携が強い

（任意組織が複数） 

（任意組織が複数） 

（任意組織が複数）
（法人が1組織） 

旧豊栄市の連携体制 旧浜北市の連携体制 

行政（区役所）

行政（本庁）

商工会
商店街組織

まちづくり会社

行政（区役所）行政（本庁）

商工会
商店会組織

連携が弱い

（（任意組織が複数） 任意組織が複数） 

（法人が1組織） 

凡例

完了

実施中

実施予定

予定なし

面積 約1.6ha

事業費 約90億円

規模
地下1階
地上7階

用途
店舗、住宅、
図書館、市民
プラザ等

なゆた浜北
（第一種市街地再開

発事業）

※①～⑬は道路整備事業 
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織

．被集約都市中心市街地の課題と対応策 

造では、合併

 

要

り中心市街地

外

以下に示す

制

定権を持たず、本庁が

調

様々な組織、部署が絡んでい

る

実施組織ともい

え

【補注】 
街実態調査（中小企業庁）より算出した。 

、複数の旧

(3)

(5)
舗内を住居として使用し

2)

3)

4)

5)

との連携が全く図れていない都市である（図11）。該当

する旧浜北市、旧豊栄市では、被集約都市の中心市街地活

性化のための協議会等は全く組織されておらず、事業の実

施も困難な状況である。また、民間の要望、実態を行政が

知る場がないため、他都市と比べると行政が被集約都市の

実情を捉えられていない状況である。ただし、これら都市

でも、合併前は市役所―商工会―商店街組織間は連携関係

があり、協議会等を開かなくても問題意識の共有が図れて

いた。しかし、合併により行政と民間の関係性が非常に希

薄なものとなっていることが大きな問題だと考える。 

 

５

 中心都市の中心市街地のみの一極集中型構

により広域化した自治体内の全ての住民に様々なサービス

を一様に提供することは不可能である。また、自家用車が

ないと生活できない地域が多数存在することは持続可能と

は言えない。これに対しては、被集約都市の中心市街地を

今後も活かしていくことにより、これからの高齢化・人口

減少社会に対応するまちづくりが可能となると考えられる。

被集約都市の中心市街地は、合併後の総合計画等でも重

な位置づけがされているものの、現制度、各自治体の取

り組み状況では、抱える課題の解決は難しく、合併により

中心市街地の衰退が加速する恐れがある。 

課題としては、まず、旧基本計画事業によ

縁部の整備は進んだが、真の中心市街地の活性化に結び

つく効果は見られていないことが挙げられる。また、旧基

本計画の代替として都市再生整備計画が利用されていたが、

民間が実施するソフト事業には十分な適応ができないため、

行政主導の整備以外の事業の実施策が課題といえる。さら

に、地域商店街活性化法に基づく商店街支援策も存在する

が、法人組織のみが適用できること、商店街組織に計画を

策定する専門知識及び体力がないことも問題である。法的

支援のない自治体独自の活性化計画を策定する場合、中心

市街地衰退により低下している民間活力を向上させるイン

センティブを自治体独自で設けられるかどうか、また地域

と行政及び行政内の複数部署が連携して中心市街地活性化

に取り組む仕組みを作れるかが課題である。 

そこで、今後の被集約都市中心市街地では、

度づくり及び取り組み体制の構築が必要だと考える。 

(1) 被集約都市中心市街地の扱い 

被集約都市を扱う行政の支所は決

整を図り、決定権者となっているため、事業に関しても

地元の意見がすぐに反映されない状況が発生している。本

庁が調整する部分は必要であると考えられるが、支所にも

ある程度の決定権を譲渡し、地域内で必要な事業は支所の

みで決定できるような仕組みが必要である。 

(2) 関係組織間の連携体制 

被集約都市中心市街地でも

が現在それぞれがバラバラな状況であり、一体となった

中心市街地活性化の取り組み体制が整いにくい状況にある。

今後は、行政、民間組織がメンバーとなる委員会・協議会

等の設立を支援し、定期的に中心市街地に関する意見交換

を図る仕組みを作り、合意形成を行ったうえで一体となっ

た活性化実施体制を整える必要がある。 

なお、旧巻町では中心市街地活性化策の

る11の商店街組織同士が、平成22年５月より１つの冠名

「まき鯛車商店街」を旗印として活動している。本商店街

では活性化事業の一つとして、市の補助金を用いた空き店

舗活用事業により交流館（図10右上写真）を整備し、来街

者と商店主らを結びつけた活性化に取り組んでいる。行政

と民間組織間のみならず、バラバラである個別の商店街組

織間の連携強化も、活性化事業を取り組む体制として必要

といえる。 

 

(1)平成21年度商店
(2)選定条件は、①大都市圏に含まれない、②平成の大合併後

基本計画地区を有する、③平成12年国勢調査で中心都市よりも20％以
上人口が少ない自治体とした。なお、旧清水市は被集約都市とするに
は人口規模が突出していること、新基本計画策定都市であるため除外
した。また、佐野市は旧基本計画が入手できなかったため除外した。 
アンケートは平成21年12月に37自治体、45地区に郵送し、29自治体
（78％）37地区（82％）から回収した。 

(4)条件設定理由は以下の通りである。条件①：少なくとも中心市街地整
備の必要性があるため（それ以外では過疎等の中心市街地以外の問題
が重要となっていると考える）。条件②：DIDが従来から中心市街地と
しての役割を果たしている地区であり、歴史的背景からも中心市街地
の必要性が高い都市であるため。条件③：都市計画の規制があること
から無秩序な開発が発生しにくく、中心市街地の都市集積が高く、必
要性も高い都市であるため。条件④：中心市街地間距離が近すぎては
被集約都市の中心市街地の必要性が低いと判断し、自動車利用、鉄道
利用により日常的に行動できる範囲を10kmまでと定めた。条件⑤：海
等を橋で陸地間を結んでいる場合でも無料ならば比較的移動が容易で
あるため。条件⑥：研究への協力が得られ、かつ中心市街地の詳細な
実態を把握することが可能であるため。 
旧中活区域を中心市街地として取り扱う。 

(6)現地調査により、現在営業していないが、店
ておらず、商業用途として使用可能と判断した店舗とした。 
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